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、 日本 の航 空産業 の競争度 の計測、アメ リカの航 空産業のマルチマ
一ケ ッ ト競争 の影響
、ア メ リカの航 空会社 の ジ ョイ ン トベ ンチ ャーの費用効率性
に与える影響の分析を行っている。いずれ も適切な分析方法により、興味深い結
果 を示 してい る点は評価 でき る。
論 文 審 査 の
最 終試 験 は 、2021年1月28日(木)にZoomに よ り、10時30分 か らか ら
11時45分 にか けて公 開で実施 され た。審査委員 の質 問に対 し、矢 田部氏 はおお
結 果 の 要 旨
むね適切 な回答を行 った。
以上より、矢田部亨氏の博士学位請求論文は、専攻分野について研究者 として
お よ び そ の
自立 して研究活動 を行 うに必要な高度な研究能力 とその基礎 となる豊かな学識
を有す ることを証す るに十分であることを認 め、博士(経 済学)の 学位に値する
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第4章　 航空産業におけるマルチマーケッ ト競争 と価格
第5章　 アメリカ航空輸送産業におけるジョイン トベ ンチャーと費用効率性の関係
第6章　 結論 と今後の課題
第1章 では、規 制緩 和が行 われてい く中で、新規 参入 、合併 、航 空会社 間での協調 な どが行 われ て
い る産業で あ り、競争 と協調 とい う観点か ら分析す る意義の ある産業で あるこ とが述べ られてい る。
第2章 では、1970年 代 以降、これ まで に行われた航空産業 につい て、本論 文 とかかわ りのあ る研 究
が ま とめ られ てい る。
第3章 では、 日本の航 空旅 客市場 を取 り上げ、競争 の程度 の計 測を行ってい る。 これまで 日本の航
空旅客市場 は、参入 の緩和 に よるエ ア ドゥとスカイマー クの新規参入、JALとJASの 合併 、リーマ ン
シ ョックの影響 によるJALの 破綻 、LCCの 参入 な ど市場構造 に影響 を与 える出来事 が起 こっている。
そ こで、本章 では これ らの出来事が競争 に どの よ うな影響 を与 えたのかを検証 して いる。特 に、JAL
とJASの 合併 とLCCの 参入 にっ いて注 目している。競争の程度 の計測 にはBresnahan(1982)に よ り
考案 された需要 関数 と限界費 用関数を同時 に推定す るもの を用 いてお り、その結 果 によ り推測的変動
の値 を計測 してい る。推 定に用いたデータは2001年1月 か ら2017年3月 までの政府 や 日本銀行に よ
り公表 されて いる集計デー タである。分析 の結 果、JALとJASの 合併 によ り競争の程度は高ま るこ と
が示 されて いる。また、LCC参 入は必ず しも競争 を促進 させ るものではな く、ジェ ッ トス ター ジャパ
ン以外 の参入 は有意に競争 を促進 させ ない こ とが示 されて いる。 なお、本 章は 「わが国の航空旅客市
場 におけ る競争 の程度 の計測」 とい うタイ トル で 日本 交通学会 の学会誌 で ある 『交通 学研 究』第62




第4章 で は、マル チマー ケ ッ ト競争 につ いて分析 を行 ってい る。マル チマ ーケ ッ ト競争 とは、 多角
化 した企業同士が複数 の市場 をめ ぐって競争 してい る状態 を指 してい る。 この競争 の問題 点 と して、
企業が競争抑 制的 な行動 を と りやす い ことが指摘 されてい る。 ア メ リカ航空産業 は、ハブ&ス ポー ク
型のネ ッ トワー クを導入 して輸送 コス トの削減を行ったが、そ の一方でマル チマーケ ッ ト競争 が促進
された。そのた め、航 空産 業で競争抑制 的になってい るかを確認す る分析 が行 われ てい る。本章 では、
ア メ リカの航 空産業 にお けるマルチマーケ ッ ト競争 と航空運賃 の関係 について分析 してい る。デー タ
はアメ リカ運輸省統計局 のDBIBを 用いてい る。本 章では、特にア ラスカ航 空 とヴァージ ンア メ リカ
との合併 に注 目し、 この合併 によ り企業数 が減 る効果 とマルチマ ーケ ッ ト競 争に及ぼす影響 を考慮 し
た分析 を行 ってい るところに特徴が ある。 また分析方法 として、航 空運 賃の決定式のみ な らず 、マル
チマー ケ ッ ト競争の決定式について も推定 しているが、この点 も先行研 究 との違いが ある。分析 の結
果 、マルチマーケ ッ ト競争 を通 じての協調 的な行動 は見 られ た ものの、それ による運賃 の上昇効果 は
小 さく、合 併 による費用減の効果 よ りも小 さな ものである ことが示 され てい る。 また 、大手航 空会社
よりも小規模 な航空会社 による吸収合併 は、協調 的な行動 に よる運賃上昇が小 さな ものである ことも
示 され てい る。
第5章 では、近年航空産業で 注 目されて いるジ ョイン トベ ンチ ャー につ いて分析 を している。 ジ ョ
イ ン トベ ンチ ャー とは、 異 なる航空会社 間で特定の路線 にお ける協力体制(施 設 の共有 、スケ ジュー
ルの調 整、運賃 の共通化 な ど)が 可能 とな る事業 体であ る。 この事業体 を採用 している航 空会 社の費
用効率性に及 ぼす影響 を分析 してい る。 確率的費用 フロンテ ィア をア メ リカの航 空会社 の2003年 か
ら2018年 の四半期デ ータ用 いて推 定す ることによ り検証 してい る。 分析 の結果 、ジ ョイ ン トベンチ
ャーが費用効率性 を減少 させ てい ること、つま り、 ジ ョイ ン トベ ンチ ャー が競争圧力 を抑制す ること
を示 していた。なお、本章 は、 「アメ リカ航 空輸送産業 にお け るジョイ ン トベ ンチャー と費用効 率性 の
関係 」とい うタイ トル で 日本交通学会 の学会誌 である 『交通学研 究』第63号 に掲載 された論 文 を加筆
修正 した もの である。元の論 文は、 「本論文は、航 空のJVに 関 して理論的整理 を行 うとともに、費用
関数 を推計 して、 実証 的なデ ー タに基づ く費用効率性 を議 論 して いる点で新規性 があ る とい える」 と
評価 され、2020年 度 の 日本 交通学会賞(論 文の部)を 受賞 している。
第6章 では、各 章で得 られ た結論 が再び述べ られ るとともに、各章で残 され た課題 について言及 し
てい る。
以上 よ うに、本論文 は公表 され てい るデー タを用いて 日本 とアメ リカの航 空産 業 について、競争 と
協調 とい う観点 か ら手 堅 く分析 を行ってい ると考 え られ る。計量分析 の手 法や結果 にい くつか の問題
点 はあるものの、それ ぞれ の章 において、解明すべ き課題 を設定 し、先行研 究 を整理 した上で、適切
な分析方法で研究 を行 い、興味深 い結果 を得 てい る点 は評価 で きるものである。特 に第5章 の論文が
交通学会賞(論 文 の部)を 受 賞 してい るこ とは特筆すべ き点 である。 したがって、矢 田部亨氏 の学位
請求論文 は、専攻 分野について研 究者 として 自立 して研究活動 を行 うに必 要な高度 な研究能力 とそ の
基礎 となる豊 かな学識 を有す るこ とを証す るに十分 なもの であ ることを認 め、審査委員会 は博士論文
として合格水 準に達 してい るもの と判 断 した。
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矢 田部亨氏 に対す る最終試 験は、2021年1月28日(木)にZoomに よ り、10時30分 か らか ら
11時45分 にか けて公 開で実施 された。 まず、矢 田部氏が学位 請求論文の内容 について30分 程度 の
説 明を行 った。 その後 、審査委員か らの コメン トとともに質問 ・疑問が出 され た。そ の内容 は以下 の
よ うな もので あった。
・報告 では競争政策 につ いて言及 していたが、本論 文は産業組織論 的な実証研 究で あ り、競争政策 に
つ いて評価 した ものではないのではないか。
・アメ リカの航空市場で は、合併す る ことによ りクール ノー競争の状態 を 目指 してい るのか。 また、
ジ ョイ ン トベ ンチ ャー につい ても クール ノー競 争程度 にな るよ うな状態 が達 成で きれ ば よい と考
えているのか。
・第4章 の推 定結果 において、 合併す る ことで航空運賃 が下 がる とい う結果 になっている。費 用が下
がる とい うことであれ ばわ かるが、 航 空会社 は必ず しも運賃 を下 げる必要 はない ので はないか。
・第5章 の分析の結果か ら考 えれ ば、 ジ ョイ ン トベ ンチ ャーは費用 に関す る非効率性 を高め るた め、
ジ ョイ ン トベ ンチ ャー を続 けるのは政策的 に良 くないので はないのか。
・第5章 の付論 では、ア ライア ンスや ジ ョイ ン トベ ンチ ャー に よる輸送費用 の低減 について理論 的な
説明 が行 われ てい る。分析 自体 は興 味深 い もので はあるが、本論 文全体 の中の位置 づ けがわか りに
くい。
以上の質問に対 し、矢 田部亨氏はおおむね妥当な回答を行ったと考えられ る。最終試験の結果を受
けて、審査員は、論文の内容に整合性を持たせ るために第5章 の付論の削除を求めることに した。ま
た、特に第2章 において、本文に引用 されている文献が参考文献に記載 されていないものが多く、本
論文全体にわたって十分に確認することを求めることとした。その後、矢 田部亨氏より修正された論
文が提出され、2月4日 に審査員一同は適切に修正されていることを確認 した。
以上の結果、審査委員会は、矢田部亨氏が専攻分野について研究者 として自立 して研究活動を行 う
に必要な高度な研究能力 とその基礎 となる豊かな学識を有す ることを証するに十分であり、博士(経

































大手航空会社の JAL や ANA と十分に競争できる航空会社がなかった。運賃の自由化はス
カイマークのような運賃が安い航空会社の参入を可能にしたが、競争促進に対して大きな
影響を及ぼすことができていなかった。しかし、JALと JAS の合併とリーマンショックの

















るために JAL・JAS の合併や JAL の破たんなどの出来事に関わる変数を使用して、LCC
参入が推測的変動の値に与える影響について分析している。分析の結果、LCC 参入は必ず
しも競争を促進させるものではなく、ジェットスタージャパン以外の LCCによる参入は有
意に競争を促進させない結果となった。 
第４章では、マルチマーケット競争について分析している。マルチマーケット競争とは、
多角化した企業同士が複数の市場をめぐって競争している状態を指し、その時に企業が競
争抑制的な行動をとりやすいことが指摘される。航空産業では、様々な路線を扱っており、
それらの路線が被る航空会社が多数いる。そのため、マルチマーケット競争による協調的な
行動が起こりやすい環境にある産業の一つであると考えられる。マルチマーケット競争の
協調的な行動は、運賃を高めることを指摘されているため、本章ではマルチマーケット競争
に関する変数と航空運賃の関係について分析する。 
マルチマーケット競争による運賃の上昇について、アラスカ航空とヴァージンアメリカ
の合併を例に分析している。これまで、アメリカの航空産業における合併では協調的な行動
の高まりを指摘する分析が多かった。しかし、近年合併したサウスウェスト航空とエアトラ
ンの合併は競争を抑制することがなかった。これまで、競争を抑制する行動が見られた合併
は大手航空会社による吸収合併であったが、サウスウェスト航空とエアトランのような
LCC の合併は影響が異なる可能性がある。そして本章で分析する航空会社は、それらの中
間に位置する航空会社であるため、協調的な行動が高まるかどうかは明らかでない。さらに、
先行研究ではマルチマーケット競争の高まりのみに焦点を置く分析が多く、実際にどの程
度運賃に影響を与えているかを明らかにしていない。そこで、合併の影響をマルチマーケッ
トのものとその他のものに分けて分析できるモデルを推定し、マルチマーケット競争によ
る運賃の上昇効果について分析している。 
分析の結果、マルチマーケット競争を通じての協調的な行動は見られたものの、それによ
る運賃の上昇効果は小さく、合併による費用減の効果よりも小さなものであることを明ら
かにした。また、大手航空会社よりも小規模な航空会社による吸収合併は、協調的な行動に
よる運賃上昇が小さなものであることを明らかにした。 
第５章では、近年航空産業で注目されているジョイントベンチャーについて分析してい
る。ジョイントベンチャーとは、異なる複数の航空会社が一つの航空会社として行動してい
るような戦略を選択できる事業体を指す。特に、この事業体は同一のアライアンスに加盟し
ている航空会社同士が形成するもので、特定の国際線において許可されるようになってい
る。 
航空産業では、国籍条項や外資規制などの規制により、欧州間を除く国際的な合併は禁止
されている。そして、ジョイントベンチャーは擬似的な合併状態になることができる。ただ
し、反トラスト法適用除外の付与が必須であり、公衆の便益が高まると判断されたものしか
実施できない。ジョイントベンチャーを実施することは、航空会社だけでなく、航空旅客に
とってもメリットがある。複数の航空会社が一つの航空会社のように生産量を調整できる
ということは、スケジュールを調整できるということである。国際線で乗り換え便を選択す
ることは少なくない。しかし、ジョイントベンチャーなしでは、乗り換えがスムーズにいか
ないことが多い。また、同一の路線へ向かう便であっても、乗り換える航空会社によって運
賃が変わることがある。これらの問題が緩和されることで、航空旅客はシームレスなサービ
スの利用が実現し便の選択肢も増やすことができる。そして、航空会社にとっても、サービ
スの質を上げることができ、需要の増加による利潤の増大に繋がるため、ジョイントベンチ
ャーの形成に乗り出している。 
これまでのジョイントベンチャーに関する分析では、運賃の低下や輸送量の増加などが
報告されている。ジョイントベンチャーの実施は航空会社や航空旅客にとってメリットの
ある事業体であったが、その反面、競争抑制的な行動に対して注視しなければならない。な
ぜなら、これまで航空旅客をめぐって競争関係にあった航空会社と協力体制を作るからで
ある。つまり、競争する航空会社が減り、競争圧力が低下する可能性がある。 
本章では、航空会社の費用効率性の観点から、ジョイントベンチャーについて分析する。
費用効率性とジョイントベンチャーの関係について分析するために、確率フロンティア分
析を適用し、非効率性を表す項を説明する変数にジョイントベンチャーダミー変数を導入
して推定した。このダミー変数が正の値であればジョイントベンチャーが費用関数を非効
率なものにし、負であれば効率的にすることを意味する。分析の結果、ジョイントベンチャ
ーダミー変数は正の値となった。つまり、ジョイントベンチャーが競争圧力を抑制すること
を示していた。 
